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5．大型研究
先端的グローバル・ビジネスとITマネジメント
山　下　洋　史
1．2004年度活動概要
　2004年度のテーマは〈共同研究の中間報告〉であり、これに向けて当該研究プロジェクトは着
実な研究活動を展開してきた。その主な活動は、
①10月1日・2日の国際シンポジウム「Global　SCM　and　e－SCM」の開催
②　10月30日・31日の日本経営システム学会全国研究発表大会（於：明治大学）の協賛によ
　る特別セッション開催（5件の研究発表）
③12H14日の国内シンポジウム「グローバル経営と人材育成」の開催
④明大商学論叢学術フロンティア特別号の発行（192頁）
⑤Global・SCMグループ2004年度成果報告集の発行（221頁）
⑥e－SCMグループ2004年度成果報告集の発行（422頁）
⑦翻訳書「スマート・グローバリゼーション」（Gupta＆Westney編著、諸上監訳、崔・内堀・
　馬場・臼井訳、同文館）の出版
⑧　26回の研究会の開催
⑨11回のシステム開発会議の開催
であり、これらの活動は当該プロジェクト・メンバーによる数多くの研究成果を基盤としている。
とりわけ、⑤と⑥の「2004年度成果報告集」は合計643頁にも及び、学術雑誌への論文掲載や諸
学会での研究発表を通した積極的な研究活動を示すものと自負している。その内容は多岐に渡っ
ており、当該プロジェクトの幅広い分野を対象とした学術的な研究が表れている。
　また、⑨のシステム開発会議において、2003年度に開発したMAPS－TOCの対象領域を海外生
産や海外調達へと拡張すべく、「Global　MAPS－TOC」の設計を進めてきたが、その際のシステムの
複雑化を最小限に抑える「低エントロピー源としてマトリクス縮小ロジック」は学会発表におい
ても注目を集めた。この概念に基づき、できるだけシンプルな仕様の「Global　MAPS－TOC」を2005
年度に開発する予定である。
2．副次的な成果
　当該プロジェクトが開発したMAPS－TOCは、　MRPシステムの「無限負荷山積み方式」という
問題点に頭を悩ませている多くの企業にとってそれを改善するための示唆を与えるものであり、
学術面のみならず、実務への貢献という点で着実な成果を積み上げつつある。このMAPS－TOCに
は、いくつかの企業がすでに関心を示しており、今後これによる「産学連携」も視野に入れてい
る。
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　また、当該プロジェクトでの研究を基に、研究分担者の松田は2003年3月に「グローバル化の
進展とドイツ的企業統治モデルの変容」にて、プロジェクト・リーダーの山下は2004年10月に
「組織における情報共有と知識共有の概念に基づくマネジメント・モデルの研究」にて、それぞ
れ博士（商学）の学位を授与されている。さらに現在、2005年度に数人のプロジェクト・メンバ
ーが学位論文を提出するために準備中である。
　一方、当該プロジェクトは、その研究成果をいち早く教育に還元することを一つの目的として
おり、2002年度より明治大学学部間共通総合講座「先端的グローバル・ビジネスとITマネジメン
ト」を開講している。この総合講座を通じて、プロジェクト主要メンバーがそれぞれ最新の研究
成果を多くの学生に対して紹介している。こういった研究成果の教育への還元は、学術フロンテ
ィアの目的そのものではないが、新たな大学教育の展開という面においても積極的な活動を展開
している。
3．　2002年度～2004年度の3年間を通した活動報告
　初年度に当たる2002年度は、①企業に対するGlobal　SCMの実体調査（アンケー一一一ト調査）、②学
部間共通総合講座の開講（2006年度まで継続予定）、③国際シンポジウムの開催、④「二重の情
報共有」、「SCMにおける合意形成の脆弱性」、「e－KCM（e－Knowledge　Chain　Management）」といっ
た新たなコンセプトの提示、また2年目の2003年度は、①「TOCに基づく基準生産計画自動作
成システム（MAPS－TOC）」の開発、②「Global　SCM」（有斐閣）の出版、③「循環型SCM」、「タ
ッキング・マネジメント」、「TOCのジレンマ・モデル」、「リバース・ロジスティクス低エントロ
ピー源モデル」といったマネジメント・モデルの提示、④成果報告論文集（商学論叢特別号）の
発行、⑤国内シンポジウムの開催等、積極的な研究活動を行ってきた。また、プロジェクト・リ
ーダーの山下による論文「循環型SCMと新世紀の経営倫理」は、2003年5月に日本経営倫理学
会から懸賞論文「優秀賞」を受けている。
　このように、3年間の研究期間において、当該プロジェクトはGlobal・e－SCMの理論を支える新
たな概念やモデルを提示する一方で、多くの学会発表や研究会・シンポジウムを行っており、着
実な研究成果を上げつつある。
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